
S A M
 P L E

リ

ー

ス

経済産業省

１．事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．リース月間契約高及びリース物件月間購入額

(1)リース業務に係る企業全体の月間契約高
　（消費税額を含む。)

(2)リース業務に係る企業全体の取扱物件別の月間購入額
　（消費税額を含む。)

４．月間売上高及び需要の状況 (2)物品賃貸業の需要の状況(前年同月との比較）

(1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。）

注1． 注2.

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

0402

物

件

別

購

入

額

0301

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0216は含みません。

A
万円

そ の 他

0401

人

常

用

雇

用

者

0316

0314

千億

人

工 作 機 械

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

② ① 以 外 の 人

☆

記
入
に
当

別
紙
の

物
品
賃
貸

リ

ス

業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

０ ０ ４

万円

７

A

A

百万

経　済　産　業　省

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

本 社 又 は
本 店 所 在 地

企 業 名

報告者の氏名

統計調査番号

１ ４０ 1１

千億 百億 十億 億 千万

0901のＡにはレンタル業、自動車賃貸業を除く物品賃貸業務（0401）に
関する需要の状況について該当する番号を○で囲んでください。

十万

レンタル業、自動車賃
貸業を除く物品賃貸業務

提出部数

提出期日

調査票番号

２

事　　業　　所　　番　　号

０

A

0101

0212

（自動車賃貸業を除く）

平成　２６年 　　月分

億 千万

A

臨 時 雇 用 者

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職員

翌月２ ０日

１ 部

提 出 先

注2． 

十億 十万

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支
払っている人）は含みません。

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 物品賃貸(リース)業調査票

千億 百億

有給役員、個人業主、無
給 の 家 族 従 業 者

企業全体のうち、物品賃貸(リース)業務を営む事業所数

0201

産 業 機 械

事 務 用 機 器 0315

0311

う ち 物 品 賃 貸
( リ ー ス ) 業 務

人

注1．

0215

百億

0213

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理
由について記入してください。

需要の状況の1又は２の具体的
理由

B

医 療 用 機 器

A

整　　理　　番　　号

輸 送 用 機 器
（自動車を除く）

都道府県
年　月　分

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化
　　はない

４　分からない

0313

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

億

従 業 者 計 0211

人

商業用及びサービス
業 用 機 械 ・ 設 備

0214

0901

人

人

企

業

全

体

万円

0312

A

需要の状況

十億 千万

0317

そ の 他 の 業 務

0318

人

情 報 関 連 機 器

百万

百万 十万

0216

注1.　リースとは、次の契約条件で物件を使用させるものを
いい、レンタルを除きます。
① 物件を使用させる期間が１年を超えるもの。
② 契約期間中いつでも解約できる旨の定めがないもの。

注2.　リース契約高とは、契約物件の購入額に金利、固定
資産税、手数料等を加えたリース料総額をいいます。

注3.　リース物件購入額とは、リース契約に基づく貸与物件
の調達価格をいい、当月中に、貸借対照表の固定資産
の部の貸与資産勘定に計上した金額となります。

た
っ

て
は
、



S A M
 P L E

レ
ン
タ
ル

経済産業省

１．事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況
 (1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。) (2)物品賃貸業の需要の状況(前年同月との比較）

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

0101

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0211

企 業 名

注1．

0216

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理
由を記入してください。

従 業 者 計

常

用

雇

用

者

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

物
品
賃
貸

レ
ン
タ
ル

業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

A

企業全体のうち、物品賃貸(レンタル)業務を営む事業所数

報 告 者 の 氏 名

0307

万円

0302

事 務 用 機 器

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企業
で給与を支払っている人）は含めますが、他の企業か
ら派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払って
いる人）は含みません。

レ

ン

タ

ル

業

務

１ 部

提 出 先

提出期日 翌月２ ０日

提出部数

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 物品賃貸(レンタル)業調査票
（自動車賃貸業を除く）

平成 ２６年 　　月分

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

人

0215 人

0213

0214

0212 人

A

A

上記のレンタル業務、自動車賃
貸 業 を 除 く 物 品 賃 貸 業 務

そ の 他 の 業 務

0301

うち物品賃貸(レンタル)業務

注2． 0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してくだ
さい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事
業所で働いている人及び0216は含みません。

0306

十億 千万千億

統計調査番号

臨 時 雇 用 者

人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

本 社 又 は
本 店 所 在 地

0201

需要の状況

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化
　　はない

４　分からない

億

人人

人

百万 十万

A

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

② ① 以 外 の 人

百億

1０ ４

事　　業　　所　　番　　号
都道府県

０

注1.

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

経　済　産　業　省

年　　月　　分調査票番号

１ ０

整　　理　　番　　号

７ ０ ４ ２ ２

需要の状況の1又は２の具体的理由

A

0901

企

業

全

体

0901のＡにはレンタル業務及び左記のレンタル業務、自動
車賃貸業を除く物品賃貸業務（0301～0306）に関する需要
の状況について該当する番号を○で囲んでください。

音 楽 ・
映 像 記 録 物

0305そ の 他

注2．

0303

0304

土 木 ・
建 設 機 械

情 報 関 連 機 器

B

っ



S A M
 P L E

情

報

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、情報サービス業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高　（ 消費税額を含む。 ) (2)主要なサービスの需要の状況 （ 前年同月と比較した状況 ）

注1． 注2.

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

う ち
情報サービス
業 務

技術系

その他

0201

0202

提出期日 翌月２ ０日

0223

人

人

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 情報サービス業調査票
提 出 先

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

情
報
サ

ビ
ス
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

A

0101

A

0307

0308

人

A

0901のＡにはソフトウェア業（0301～0304）、0902のＡには情報処理・
提供サービス業（0305～0309）に関する需要の状況について該当する番
号を○で囲んでください。

0221

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0222 人

１ 部平成 ２６年 　　月分 提出部数

(2)情報サービス業務に係る月末従業者数((1)の0201,
    0202の合計)のうち、他の企業に派遣している従業
   者の派遣延べ人日

② ① 以 外 の 人 0224 人

臨 時 雇 用 者 人

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正社員、正職員

人

0212 延べ人日

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

ソ フ ト ウ ェ ア
プ ロ ダ ク ツ

注1．

A

千億

0301

0302

0211 延べ人日
0226

０ ４ ３

A

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

万円

注2.

報告者の氏名

情
報
処
理
・
提
供
サ

ビ
ス
業

企

業

全

体

0309

うちゲームソフト

計 算 事 務 等
情 報 処 理 0305

シ ス テ ム 等
管 理 運 営 受 託

デ ー タ ベ ー ス
サ ー ビ ス

0306

企業名

１ ０ ７ ０

事　　業　　所　　番　　号
都道府県

０ １ ４

年　月　分

２

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

経　済　産　業　省

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

需要の状況の1又は２の具体的理由
A

0902

0221の人数には、0222～0225の合計値を記入してください。
派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で働いている人
及び0226は含みません。

A

ソ
フ
ト
ウ

ア
業

(4)貴社全体の月末従業者数

需要の状況
B

0201、0202の人数には、他の企業に派遣している人（貴企業で給
与を支払っている人）は含めますが、他の企業から派遣されてい
る人（派遣元の企業が給与を支払っている人）は含みません。

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

0901

人

従 業 者 計

0225

十億

本 社 又 は
本 店 所 在 地

各 種 調 査

そ の 他

百万

受 注 ソ フ ト ウ ェ ア

うちシステムインテグ
レーション ( SI )

0303

0304

そ の 他 の 業 務

十万

(3)情報サービス業務のために他の企業から派遣されて
　 いる従業者の派遣受入延べ人日

0901、0902のＢは0901、0902のＡが「１」又は「２」
の場合の具体的理由を記入してください。

統計調査番号 調査票番号
整　　理　　番　　号

0310

億 万千百億

っ



S A M
 P L E

広

告

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、広告業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。) (2)広告業務の需要の状況 （ 前年同月と比較した状況 ）

注2.

注3.

注1.「屋外広告」は、主として屋外において看板、立看板、はり紙、広告塔、広告板等の広告物の表示を行う業務です。

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

人

人

人

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

広
告
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

報告者の氏名

0308

折込み・ダイ
レクトメール

海 外 広 告

人

人

人

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具
体的理由について記入してください。

需要の状況 需要の状況の１又は２の具体的理由
B

0901のＡには、広告業務（0301～0311）に関する需要
の状況について該当する番号を○で囲んでください。

A

注1. 0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支
払っている人）は含みません。

0901

屋 外 広 告

億

交 通 広 告 0306

0101

１ 部

翌月２ ０日

平成 ２６年 　　月分

㊙ 広告業調査票
特定サービス産業動態統計調査

提出部数

提 出 先

提出期日

企 業 名

インターネッ
ト 広 告

0310

0312

広

告

業

務

0301

う ち 広 告 業 務

企

業

全

体
そ の 他 の 業 務

そ の 他

0302

0305

0307

0311

注2.

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

本 社 又 は
本 店 所 在 地

A
十億 万円百億 万百 万十

経　済　産　業　省

０ ０ ２ ４1７ ０４１ ４０

0212

0201

年　月　分
整　　理　　番　　号

統計調査番号 調査票番号

千万

0304

都道府県

事　　業　　所　　番　　号

0216

臨 時 雇 用 者

0213

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0216は含みません。

0214

0215

② ① 以 外 の 人

A

従 業 者 計 0211

A

人

ＳＰ・ＰＲ・
催 事 企 画

0309

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

常

用

雇

用

者

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

① い わ ゆ る
正社員、正職員

0303

千億

A

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化

　　はない

４　分からない

新 聞 広 告

雑 誌 広 告

テ レ ビ 広 告

ラ ジ オ 広 告



S A M
 P L E

ク
レ
ジ
ッ
ト

経済産業省

１．事業所数 ２．月末常用従業者数

３．月間売上高

(1)クレジットカード業務に係る企業全体の月間売上高 (2)販売信用業務の((1)の①)に係る利用相手先別の売上高割合

で数整てし入五捨四を下以点数小、うよるなと%001が計(）。む含を額税費消（

　記入してください。)

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（ 平成　　年　　月　　日作成 ）

都道府県

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

７

統計調査番号 調査票番号 年　月　分

企 業 名

４０ ０

報告者の氏名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

０

十億
0311

４ １

旅館・ホテル

0

経　済　産　業　省

利

用

相

手

先

別

平成  ２６年 　　月分

② 消 費 者 金 融 業 務 0302

企業全体のうち、クレジット
カード業務を営む事業所数

0101

A

0301

㊙ クレジットカード業調査票
提 出 先

本 社 又 は
本 店 所 在 地

そ の 他

A
万円百万

1計

百 貨 店 、
総合スーパー

企業全体のうち、
クレジットカード業務に
従事する月末常用従業者数

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

ク
レ
ジ

ト
カ

ド
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

0313

提出期日

0

十万千万千億 百億 億

① 販 売 信 用 業 務

％

％

0316

そ の 他 の
小 売 店

0315

国 外

0312

飲 食 店

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

人

翌月２ ０日

提出部数 １ 部

A

A

％

％

％

１

特定サービス産業動態統計調査

事　　業　　所　　番　　号

整　　理　　番　　号

0317

％

0201

％

0314

病院・診療所

％

５ ２ ０

っ



S A M
 P L E

エ
ン
ジ
ニ
ア

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、エンジニアリング業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数

３．エンジニアリング業務の月間受注高

(1)エンジニアリング業務に係る企業全体の月間受注高 (2)プラント・施設別の受注高割合

　（ 消費税額を含む。）

　 (計が100%となるよう、小数点以下を四捨五入して整数

　で記入してください。)

(3)月間受注高のうち、１件当たり５億円以上の受注件数

４．月間売上高

貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。）

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

0401

０ ２ ０

経　済　産　業　省

１ ０ ７

億千 億百

統計調査番号 調査票番号

エンジニアリング業

そ の 他 の 業 務

企

業

全

体

万円十億 億 千万

４

報告者の氏名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

年　月　分

０ ６ 1 ４

％

％

整　　理　　番　　号

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

事　　業　　所　　番　　号

都道府県

0402

百万 十万

A 都 市 ・ 地 域 開 発 シ ス テ ム 0319

環 境 衛 生 シ ス テ ム 0318

％

％計 1 0 0
0331 件

そ の 他 0320

鉄 鋼 構 造 物 0316 ％

貯 蔵 ・ 輸 送 シ ス テ ム 0317 ％

製 鉄 プ ラ ン ト 0314
そ の 他 産 業 プ ラ ン ト 0315

② 国 外 0302 0 0

％

0313 ％
① 国 内 0301 0 0

通 信 プ ラ ン ト シ ス テ ム

化 学 プ ラ ン ト

プ

ラ

ン

ト

・

施

設

別

億 千万 百万 0311電 力 プ ラ ン ト シ ス テ ム十万 万円兆 千億 百億 十億

注2． 0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0216は含みません。

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等 0216

0201、0202の人数には、他の企業に派遣している人
（貴企業で給与を支払っている人）は含めますが、
他の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

② ① 以 外 の 人 0214 人

臨 時 雇 用 者 0215 人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

A

0101

(2)貴社全体の月末従業者数

A

従 業 者 計 0211

常

用

雇

用

者

人

平成 ２６年 　　月分 提出部数 １ 部

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

0213

人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

A

注1．

A

特定サービス産業動態統計調査

㊙ エンジニアリング業調査票
提 出 先

提出期日 翌月２ ０日

う ち
エンジニア
リング業務

技 術 系

A

0212 人

人

(1)の月間受注高の合計金額((1)の①+②の計)について、
プラント・施設別に受注高割合を記入してください。

％

％

A
％

0312

そ の 他

0201

0202

人

人



S A M
 P L E

葬

儀

業

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

２．取　扱　件　数 ３．月間売上高

企業全体の葬儀一式請負業務月間取扱件数  貴社の月間売上高（消費税額を含む。）

４．事業所数

企業全体のうち、葬儀一式請負業務を営む事業所数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

従 業 者 計

A

0111

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

葬
儀
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

注1.

経　済　産　業　省

0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給料を支払っている人）は含めますが、他の企業
から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払って
いる人）は含みません。

４

A

人

人

人

人
う ち
葬 儀 業 務

正 社 員

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0101

0102

整　　理　　番　　号

１ 部

㊙ 葬儀業調査票
特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分

提 出 先

提出期日 翌月２ ０日

提出部数

都道府県

報告者の氏名

0301の金額には、仏壇・仏具等の販売額を含めないで
ください。

企 業 名

0401

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

統計調査番号 調査票番号 年　月　分
事　　業　　所　　番　　号

常

用

雇

用

者

百億
0201

百万
件

葬 儀 業 務

千万

臨 時 雇 用 者

0113

注2.

十万

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所
で働いている人及び0116は含みません。

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等 0116

0115

0114

万円

人0112

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

人

人

② ① 以 外 の 人 人

２１ ７ 1０

十億 億

０

AA

0301

注.

企
業
全
体

注. 葬儀一式請負件数には、法事等の
    取扱件数を含めないでください。

0302

４７

そ の 他 の 業 務

本 社 又 は
本 店 所 在 地

００

っ



S A M
 P L E

結

婚

式

経済産業省

１．従業者数

(1)貴事業所の月末従業者数

２．取　扱　件　数 ３．月間売上高 ４．月間操業日数

結婚挙式・披露宴月間取扱件数 貴事業所の月間売上高　（ 消費税額を含む。)

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

報告者の氏名

事 業 所 名

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0うち
　結婚式場業務

事 業 所 全 体 0302

百億 十億 億

事　　業　　所　　番　　号

0302の金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入し
てください。

注１．

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

結
婚
式
場
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

２ ０ １

統計調査番号 調査票番号 年　月　分

経　済　産　業　省

注３．正社員、その他従業者は、月末雇用者数(当該月に貴事業所が
給料、賃金を支給した人数)を記入してください。

企 業 名

0201 件

注４．

「挙式のみの件数」「披露宴の
みの件数」及び「挙式と披露宴
を併せて行った件数」の合計

0301

０

A

１ 部

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 結婚式場業調査票

平成 ２６年 　　月分

翌月２ ０日

提出部数

提 出 先

提出期日

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

本 社 又 は
本 店 所 在 地

千万 百万

注２．兼任従業者とは、通常固定的に結婚式場業務を応援する従業
者をいいます。

0103

(3)結婚式場業務のために他の企業から派遣されている従業者の
   派遣受入延べ人日

A

人

人

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟ ｰ ﾄ、ｱﾙ ﾊﾞ ｲﾄ等)

従 業 者 計 0111

注.

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入して
ください。派遣又は下請けとして他の会社など別
経営の事業所で働いている人及び0116は含みませ
ん。

A

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112 人

A

人

0102

う ち
結婚式
場業務

正 社 員 0101

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

0113 人

② ① 以 外 の 人 0114 人

臨 時 雇 用 者 0115 人

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等 0116 人

事 業 所
所 在 地

日0401

万円 千円十万

整　　理　　番　　号

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

結婚挙式・披露宴業務を
取り扱った日数

A

(2)貴事業所の月末従業者数のうち、結婚式場業務に従事する
　 従業者数（兼任従業者数を含む。)

A

注５．

0101,0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴企業で
給与を支払っている人）は含めますが、他の企業から派遣さ
れている人（派遣元の企業が給与を支払っている人）は含み
ません。

派遣受入延べ人日は、８時間を１人/日と数えた月間延べ人数
 (派遣従業者全員の月間総労働時間を８時間で割った値)を記
入してください。なお、派遣従業者とは派遣元の事業所が給
与を支払っている者です。

延べ人日

１ ０ ７

都道府県

４０ ４ ８

っ



S A M
 P L E

映

画

館

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

注1．

注2．

２．上映種類別入場者数

映画館の月間入場者数

上映種類別にそれぞれ記入してください。

注. アニメーションは、邦画・洋画を問わず記入してください。

３．月間売上高

貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。)

４．スクリーン数及び座席数

スクリーン

座席

５．事業所数

企業全体のうち、映画館業務を営む事業所数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

A

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

映
画
館
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

A
百億 十億 億

企

業

全

体

映 画 館
業 務

入 場 料 収 入

食堂・売店売上高
( 直 営 の も の )

そ の 他 の 業 務

千万

人

十万 万円百万

0303

従 業 者 計

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

常

用

雇

用

者

臨 時 雇 用 者

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

0301

0302

人

人

人

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくだ
さい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事
業所で働いている人及び0116は含みません。 人

0111

0112

0113

人
そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0101

0102

人

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 映画館調査票

平成 ２６年 　　月分

形式、大小を問わず企業全体に設置しているスクリーン(幕)数
及び座席数を記入してください。

A

う ち
映 画 館
業 務

正 社 員

0115

① い わ ゆ る
正社員、正職員

② ① 以 外 の人

０ ４ ９

経　済　産　業　省

１

0401

0201

０ ７ ４２ ０ １０

提 出 先

提出期日 翌月２ ０日

提出部数 １ 部

A

A

人

調査票番号
事　　業　　所　　番　　号

A

0501

0116

0202洋 画

注1．

整　　理　　番　　号

0402

統計調査番号
都道府県

年　月　分

報告者の氏名

注2．
座 席 数

本 社 又 は
本 店 所 在 地

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

企 業 名

スクリーン数

ただし、改修工事などで当該月に全く上映できなかった場合は、
その分のスクリーン数、座席数を除いてください。

0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払
っている人）は含みません。

人

人アニメーション

邦 画

0203

0114

人



S A M
 P L E

劇

場

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴事業所の月末従業者数

２．入場者数

劇場・興行場、興行団の月間入場者数

３．月間売上高

 (1)貴事業所の月間売上高 (2)興行種類別月間売上高の割合
　（ 消費税額を含む。)

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

人

人

A

正 社 員 0101

人

事 業 所 全 体

年　月　分

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0314

0315

人人 う ち
劇場･興行
場,興行団
業 務

(2)貴事業所の月末常用従業者数のうち、劇場・興行場、興行団
   業務に従事する月末常用従業者数

A

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してください。
派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で働いて
いる人及び0116は含みません。

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

A

１

うち劇場・
興 行 場 、
興行団業務

億百 億十

0302② 賃 貸 収 入

0303

企 業 名

注３. 「②賃貸収入」には、劇場、ホール等を、演劇、コンサート、
　　　スポーツ興行用等に賃貸して得た売上高を記入してください。

％

イ ベ ン ト

注２. 「①入場料・興行収入」には、「劇場・興行場、興行団」の主催
　　　公演・興行（自主公演・興行、提携公演・興行）によって得た売
　　　上高（２.入場者数に対応する入場料・興行収入）を記入してく
　　　ださい。

１０ ７

事 業 所 名

０ ０ ５ ０

調査票番号統計調査番号

２ ０

都道府県

４

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0102

演 劇

整　　理　　番　　号

演 芸

音 楽

事　　業　　所　　番　　号

％

％0311

０

人

万円 千円

(1)の月間売上高の合計金額（(1)の①＋②の計）につい
て、興行種類別売上高割合を記入してください。
（計が100％となるよう、小数点以下を四捨五入して整数
で記入してください。)

％ス ポ ー ツ

注：「劇場・興行場、興行団」の主催公演・興行（自主公演・興行、提携公演・興行）に
     よる入場者数を記入してください。

注１．0303の金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください。

注１．

注２．

② ① 以 外 の 人 0114

0

0116

常

用

雇

用

者

人

0101,0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給料を支払っている人）は含めますが、他の企業から
派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払っている人）
は含みません。

従 業 者 計

人

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

0113

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

提出部数 １ 部

㊙ 劇場・興行場、興行団調査票

平成 ２６年 　　月分

提 出 先

提出期日 翌 月 ２ ０日

特定サービス産業動態統計調査

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

劇
場
・
興
行
場

興
行
団
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

事 業 所
所 在 地

本 社 又 は
本 店 所 在 地

0301

億

臨 時 雇 用 者

① 入 場 料 ・
興 行 収 入

0111

0112

報告者の氏名

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

0312

0313

A

計

％

人0201

０

経　済　産　業　省

0115

十万千万

興
行
種
類
別

0

百万

％

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

１

っ



S A M
 P L E

ゴ

ル

フ

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴事業所の月末従業者数

(3)キャディ数

２．利用者数

ゴルフ場の月間利用者数

３．月間売上高

 貴事業所の月間売上高
　（ 消費税額を含む。)

４．月間営業日数 ５．営業ホール数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

人

万円

正 社 員 0101

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

ホール

人

人

人

人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

人

注２． 利用料金収入には、グリーンフィ、
諸経費等を含めて記入してください。

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所
で働いている人及び0116は含みません。

注１.

食 堂 ・ 売 店 売 上 高
( 直 営 の も の )

利
用
料
金

収

入

キ ャ デ ィ フ ィ

事 業 所 全 体

注１． 0305の金額は、千円未満を四捨五入
し、千円単位で記入してください。

会
員

0302

0102

A

0103

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

土 ・ 日 ・ 祝 日

土 ・ 日 ・ 祝 日
利 用 料 金 収 入

注２.

う ち
ゴルフ場
業 務

土 ・ 日 ・ 祝 日

0201

0203平 日

平 日

0204

A

0501

事 業 所
所 在 地

企 業 名

0401 日

注：定休日及び気象条件によりクローズとなった日、また、
    プロゴルファーの参加による大会など、各種大会を行っ
    た期間は除いてください。

本 社 又 は
本 店 所 在 地

事 業 所 名
( ゴ ル フ 場 )

整　　理　　番　　号

１０ ０７１

都道府県

４１

経　済　産　業　省

５

事　　業　　所　　番　　号

00

0

十万

0305

0304

0303

百億

A

千円

１ 部

翌月２ ０日

提 出 先

提出期日

平成 ２６年 　　月分

A

人

特定サービス産業動態統計調査

㊙ ゴルフ場調査票

注３．

A

0101,0102の人数には、キャディ数は含みません。

0101,0102の人数には、他の企業に派遣している人
（貴企業で給与を支払っている人）は含めますが、
他の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

提出部数

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

ゴ
ル
フ
場
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

０

報告者の氏名
作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

統計調査番号 調査票番号 年　月　分

(2)貴事業所の月末常用従業者数のうち、ゴルフ場業務に従事する
　 月末常用従業者数

非
会
員

0113 人

0116

２

う
ちゴ

ル
フ
場
業
務

0

0301
平 日 利 用
料 金 収 入

0

0202

A

注４．

人

A

億 千万十億 百万

従 業 者 計 0111 人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112 人

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

キャディ数は、0101,0102に
は含めず、0103に記入して
ください。

② ① 以 外 の 人 0114 人

臨 時 雇 用 者 0115 人

０



S A M
 P L E

練

習

場

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴事業所の月末従業者数

２．利用者数

３．月間売上高

 貴事業所の月間売上高
　（ 消費税額を含む。)

４．打席数

月末現在で稼働中のゴルフ練習場の打席数を記入してください。

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

十万

人

人

㊙ゴルフ練習場調査票

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

A

う ち
ゴルフ練習
場 業 務

正 社 員 0101 人

百万

(2)貴事業所の月末常用従業者数のうち、ゴルフ
   練習場業務に従事する月末常用従業者数

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

注１．

0301 0

A

A

万円 千円

注２．

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

ゴ
ル
フ
練
習
場
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

事 業 所 名
( ゴ ル フ 練 習 場 名 )

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

0111

整　　理　　番　　号都道府県

打席

うち ゴルフ練習場の利用料金収入
(貸球・諸経費を含む)

0115

A
十億 億 千万

ゴ ル フ 練 習 場 の
月 間 利 用 者

人

0201

0202
う ち 土 ・ 日 ・
祝 日 利 用 者

0401

0302事 業 所 全 体

人

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0102

１ 部

提 出 先

② ① 以 外 の 人

翌月２ ０日

提出部数

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

0113

A

４０ ５７ ２ ２ １

年　月　分

０

注１．

0116

注２． 0301の金額は、ゴルフ練習場業務に係る売上
高のみの収入とし、併設している他のスポー
ツ施設等の売上高は含めないでください。

人

0302の金額は、千円未満を四捨五入し、
千円単位で記入してください。

統計調査番号

本 社 又 は
本 店 所 在 地

企 業 名

調査票番号

0101,0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企業か
ら派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払ってい
る人）は含みません。

経　済　産　業　省

事　　業　　所　　番　　号

報 告 者 の 氏 名

事 業 所
所 在 地

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

１ ０ ０

臨 時 雇 用 者

特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所
で働いている人及び0116は含みません。

提出期日

人

人0114

人

従 業 者 計

人



S A M
 P L E

ボ
ウ
リ
ン
グ

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴事業所の月末従業者数

２．利用者数及びゲーム数

ボウリング場の月間利用者数及び月間総ゲーム数

３．月間売上高

貴事業所の月間売上高

　（ 消費税額を含む。)

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

注１． 0304の金額は、千円未満を
四捨五入し、千円単位で記
入してください。

総 ゲ ー ム 数

千円百万

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

ボ
ウ
リ
ン
グ
場
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

0116

0113

報 告 者 の 氏 名

(2)貴事業所の月末常用従業者数のうち、ボウリング場業務に
　 従事する月末常用従業者数

A

平成 ２６年 　　月分

A

提 出 先

提出期日 翌月２ ０日

提出部数 １ 部

A

ゲーム

利 用 者 数

A

人

0202

うち
ボウリング場
業　　　　務

十万億 千万十億

0115

人

人

事 業 所 全 体

万円

１

事 業 所
所 在 地

０

0303

0302

0304

整　　理　　番　　号

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

３

経　済　産　業　省

統計調査番号 調査票番号 年　月　分
事　　業　　所　　番　　号

０ ７ ４５０

本 社 又 は
本 店 所 在 地

２

都道府県

０ １

臨 時 雇 用 者

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

② ① 以 外 の 人

注２．

事 業 所 名
( ボ ウ リ ン グ 場 名 )

人

付 帯 施 設 利 用 料 金 収 入

企 業 名

0114

注２. 利用料金収入には、ゲーム代の収入額(貸靴代の収入額を含
　　　む。)を記入し、年会費、入会金等の収入は含めないでくだ
　　　さい。また、食事代とゲーム代がセットになっている料金
　　　体系の場合には、分離して記入してください。

0201

人

人従 業 者 計 うち
ボウリング
場  業  務

0111

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112

人 0101

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

正 社 員

人
0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくだ
さい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事
業所で働いている人及び0116は含みません。

0101,0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支
払っている人）は含みません。

0102 人

注１．

特定サービス産業動態統計調査

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

注３. 付帯施設利用料金収入には、ボウリング場内の直
　　　営付帯施設(ゲームコーナー、カラオケボックス
　　　等)の利用料金収入を記入してください。

0

0

0

利 用 料 金 収 入

食 堂 ・ 売 店 売 上 高
( 直 営 の も の )

0301

㊙ボウリング場調査票



S A M
 P L E 遊

園

地

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴事業所の月末従業者数

２．入場者数
遊園地・テーマパークの月間入場者数

３．月間売上高

 貴事業所の月間売上高
　（ 消費税額を含む。)

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

１ ０ ７

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

整　　理　　番　　号

0202

統計調査番号 調査票番号

人

十万

０

事　　業　　所　　番　　号

都道府県

０ ５ ４

年　月　分

４２ ０

円万 円千

翌 月 ２ ０日

提出部数 １ 部

提 出 先

提出期日

百万

(2)貴事業所の月末常用従業者数のうち、遊園地・テーマパーク
　 業務に従事する月末常用従業者数

AA

正 社 員 0101 人

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0102

人

人
注１．

人

人

一 般

団 体

人0201

う ち
遊 園 地 ･
テーマパー
ク 業 務

人

人

人

注：0303の金額は、千円未満を四捨五入し、千円単位で記入してください。

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

遊
園
地
・
テ

マ
パ

ク
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

報告者の氏名

② ① 以 外 の 人

0115

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

0113

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

企 業 名

事 業 所 名
(遊園地・テーマ
パ ー ク 名 )

本 社 又 は
本 店 所 在 地

事 業 所
所 在 地

従 業 者 計 0111

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等 0116

0114

臨 時 雇 用 者

0

0

入 場 料 金 ・
施 設 利 用 料 金 収 入

0302
食 堂 ・ 売 店 売 上 高
( 直 営 の も の )

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

注２．

A

A

事 業 所 全 体

百億 千万

0303

0301

特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分

経　済　産　業　省

うち
遊  園  地 ･
テーマパーク
業        務

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所
で働いている人及び0116は含みません。

0101,0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企業
から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払って
いる人）は含みません。

１

億十億

㊙ 遊園地・テーマパーク調査票

っ



S A M
 P L E

パ
チ
ン
コ

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

２．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高(消費税額を含む。) (2)パチンコホール業務の需要の状況（前年同月と比較した状況）

千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円

３．設置台数 ４．事業所数

企業全体のうち、パチンコホールを営む事業所数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

う ち
パチンコホー
ル 業 務

正 社 員 0101

企 業 名

A

注2. 0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所
で働いている人及び0116は含みません。

0202そ の 他 の 業 務

億

人

0112人

パチンコホール業務 0201

需要の状況

0102

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

0114

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

注2. 0901のＡにはパチンコホール業務（0201）に関する需要の状況
について該当する番号を○で囲んでください。

注1. 0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企業
から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払って
いる人）は含みません。 臨 時 雇 用 者

注. 企業全体におけるパチンコ機及びパチスロ機の月末設置
台数を記入してください。

企
業
全
体

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

パ
チ
ン
コ
ホ

ル
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

0301

A

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

報告者の氏名

0201の金額には、パチンコ玉貸し料収入及びパチスロコイン貸
し料収入のみを記入してください。

注1.

経　済　産　業　省

都道府県 整　　理　　番　　号
統計調査番号 調査票番号

１ ０ ７ ０ ５

AA

翌月２ ０日

提 出 先

提出期日

平成 ２６年 　　月分

特定サービス産業動態統計調査

㊙パチンコホール調査票

提出部数

A

５

台

0401

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

本 社 又 は
本 店 所 在 地

２ ０ 1

年　月　分

１ 部

４０

事　　業　　所　　番　　号

人

人

従 業 者 計

0115

人

A

人

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

人

人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0111

0116

② ① 以 外 の 人

0113

需要の状況の1又は２の具体的理由

0901

B

注3. 0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由に
ついて記入してください。

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

っ



S A M
 P L E

外

国

語

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数

(2)貴社の講師数

２．月間売上高

貴社の月間売上高　（ 消費税額を含む。)

３．受講生数及び新規入学生数 ４．開設数

企業全体の受講生数及び月間新規入学生数 企業全体の月間総開設数

注.

５．事業所数

企業全体のうち、外国語会話教室業務を営む事業所(教室)数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

0501

(3)貴社全体の月末従業者数

外
国
語
会

話

教

室

業

務

そ の 他 の 業 務 0203

0202

注1.

受 講 料 収 入

A
百億

都道府県 整　　理　　番　　号
年　月　分

０ ６ ４０ ２ ０ １１

調査票番号

０ ７ ５

提出部数

人

提 出 先

注2.

0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企業から
派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払っている
人）は含みません。

A

従 業 者 計 0111

提出期日

講師がクラスを受け持ち授業を行った月間の
延べ回数を記入してください。

A

人

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

本 社 又 は
本 店 所 在 地

十億

企 業 名

報告者の氏名

0302

0201

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

外
国
語
会
話
教
室
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

翌 月 ２ ０日

１ 部

受 講 生 数

う ち
新 規 入 学 生 数

教 材 料 売 上 高

統計調査番号

0301 0401人

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0102

人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112

事　　業　　所　　番　　号

人

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

人② ① 以 外 の 人

人

回

常

用

雇

用

者
0114

0116

人

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

0113 人

A

企

業

全

体

臨 時 雇 用 者

億 千万 百万

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してください。派
遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で働いている
人及び0116は含みません。

A

十万 万円

経　済　産　業　省

特定サービス産業動態統計調査

㊙外国語会話教室調査票

平成 ２６年 　　月分

0115

人

専 任 講 師 0103 人

非 常 勤 講 師

注.

受講生数は、月末時点で在籍する生徒数としてください。
新規入学生数は、月間の入学生数としてください。

う ち
外国語会話教
室 業 務

正 社 員 0101

教材料売上高は、授業等を受講する際に必要な教材
費、設備費等の月間売上高を記入してください。

注.

0104 人

A

っ



S A M
 P L E

カ
ル
チ
ャ
ー

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (3)貴社全体の月末従業者数

(2)貴社全体の講師数

２．月間売上高

 貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。)

３．受講生数及び新規受講生数 ４．講座数

貴社全体の受講生数及び月間新規受講生数 貴社全体の月間総講座数

注.  当該月に開設している講座数

５．事業所数

企業全体のうち、カルチャーセンター業務を営む事業所数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

カ
ル
チ

セ
ン
タ

調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

0103

十億

従 業 者 計

0113

A

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

４７

経　済　産　業　省

整　　理　　番　　号

０ ７１

統計調査番号 調査票番号

０ １０ ０ ５ ２

人

注. 受講生数は、当該月に実施した講座を受講した生徒数と
　  してください。
    新規受講生数は、受講生数のうち当該月に新たに受講し
　  た生徒数としてください。

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

正 社 員

0301

百億 億

人

人

人

提出部数

提出期日

A

特定サービス産業動態統計調査

提 出 先

㊙カルチャーセンター調査票

平成 ２６年 　　月分

翌 月 ２ ０ 日

１ 部

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

う ち カ ル
チャーセン
タ ー 業 務

0101

0203

0201

A

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0102

A

0115

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0116は含みません。

都道府県

事　　業　　所　　番　　号

千万 万円百万 十万

講座

0202

年　月　分

人

0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給料を支払っている人）は含めますが、他の企業
から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払って
いる人）は含みません。

A
注2.

人

人

0111

受 講 生 数 人

② ① 以 外 の 人

注1.

企

業

全

体

カルチャー
セ ン タ ー
業 務

受 講 料 収 入

報告者の氏名

0401

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

0116

0501

0302

本 社 又 は
本 店 所 在 地

う ち
新 規 受 講 生 数

教 材 料 売 上 高

そ の 他 の 業 務

0112

人臨 時 雇 用 者

0114 人

A

A

人

企 業 名



S A M
 P L E

フ
ィ
ッ
ト
ネ
ス

経済産業省

１．月末常用従業者数等
(1)貴社の月末常用従業者数

(2)指導員数(インストラクター、トレーナー等)

２．利用者数

企業全体の月間利用者数

３．月間売上高

貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。)

４．会員数 ５．事業所数

企業全体の月末会員数 企業全体のうち、フィットネスクラブ業務を営む事業所数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

人

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

(3)貴社全体の月末従業者数

人

人

人

0202

利 用 料 金 収 入

食堂・売店売上高
( 直 営 の も の )

経　済　産　業　省

１

0302

２ ０

統計調査番号

０

調査票番号 年　月　分

1

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

フ

ト
ネ
ス
ク
ラ
ブ
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

注.スクール利用者とは、スイミングスクール等の
　　会員利用者をいいます。

百億

A
億

法 人

本 社 又 は
本 店 所 在 地

臨 時 雇 用 者 0115

会
費
収
入

人

十億 万円

A

口

５

人

人

う ち 個 人 会 員

翌月２ ０日

提出部数 １ 部

特定サービス産業動態統計調査

㊙フィットネスクラブ調査票

0116

平成 ２６年 　　月分

提 出 先

提出期日

A

人

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してください。
派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で働いて
いる人及び0116は含みません。

0114 人

従 業 者 計

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0112

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正社員、正職員

十万

企 業 名

個 人

人員会ルークス

人

0304

0401

A

0403

0402

整　　理　　番　　号

４

0303

都道府県

0501

０ ７

フィットネスクラブ会員

報告者の氏名

０

A

事　　業　　所　　番　　号

千万

0301

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

フ ィ ッ ト ネス
ク ラ ブ

ス ク ー ル

８

百万

0113

② ① 以 外 の 人

う ち
フィットネス
ク ラ ブ
業 務

正 社 員

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

0101

0102

人

人

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0103

A

人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

0111

0305

フ

ト

ネ

ス

ク

ラ

ブ

業

務

そ の 他 の 業 務

企

業

全

体

注1. 0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給料を支払っている人）は含めますが、他の企業から
派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払っている
人）は含みません。

0201
フ ィ ッ ト ネ ス ク ラ ブ
利 用 者

0203ス ク ー ル 利 用 者

注2.



S A M
 P L E

学

習

塾

経済産業省

１．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数

(2)講師数

２．月間売上高

貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。)

３．受講生数 ４．事業所数
  企業全体のうち、学習塾の月末在籍受講生数 企業全体のうち、学習塾業務を営む事業所数

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

注. 月末時点で在籍する受講生数を記入してください。
ただし、夏期・冬期・春期等期間限定の短期講習受講生に
ついては、通塾生以外の受講生も含めてください。

0101、0102の人数には、他の企業に派遣している人
（貴企業で給料を支払っている人）は含めますが、
他の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

0111の人数には、0112～0115の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0116は含みません。

注2.

注1．

売上高には、夏期・冬期・春期等期間限定の短期講
習による売上高も含めて記入してください。
教材料売上高は、授業等を受講する際に必要な教材
費等の月間売上高を記入してください。

注.

A

0401

0101

0102 人

専 任 講 師

人

そ の 他 従 業 者
(ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等)

う ち
学 習 塾
業 務

平成 ２６年 　　月分

A

非 常 勤 講 師 0104 人

0113

0112

A

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

正 社 員

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

従 業 者 計 0111 人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

常

用

雇

用

者

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

人

(3)貴社全体の月末従業者数

人

臨 時 雇 用 者 人

人

0115

0103 人

A

そ の 他 の 業 務

経　済　産　業　省

企 業 名
( 学 習 塾 の 名 称 )

報 告 者 の 氏 名

本 社 又 は
本 店 所 在 地

統計調査番号
整　　理　　番　　号

２ ０ 1０

提出期日 翌月２ ０日

１ 部

１

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

年　月　分

５ ９

調査票番号

４

特定サービス産業動態統計調査

㊙学習塾調査票
提 出 先

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

学
習
塾
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

事　　業　　所　　番　　号

都道府県

０

学

習

塾

業

務

０

0301
人

提出部数

0201

万百 万十

0116

A
百億

人

② ① 以 外 の 人 0114

万円

受 講 料 収 入

教 材 料 売 上 高 0202

十億 億 千万

企

業

全

体
0203

７



S A M
 P L E

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、インターネット附随サービス業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。)

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  － 　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

年　月　分

人

人

人

A
万円

0101

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

人

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

イ
ン
タ

ネ

ト
附
随
サ

ビ
ス
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

Ａ Ｓ Ｐ 業 務
（ソフトウェア開発を除く）

経　済　産　業　省

統計調査番号

本 社 又 は
本 店 所 在 地

課金・決済代行業務

人

人

イ
ン
タ

ネ

ト
附
随
サ

ビ
ス
業
務

報告者の氏名

コンテンツ配信業務

0315

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

0201

A

A

都道府県

従 業 者 計

0901

0212

0314

サーバーハウジング・
ホ ス テ ィ ン グ 業 務

0312

0311

0313

臨 時 雇 用 者

② ① 以 外 の 人 0214

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

翌月２ ０日

１ 部

提 出 先

提出期日

提出部数

特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分

A

百億 十億

0211

常

用

雇

用

者

0215

0213

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0216は含みません。

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給与を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支
払っている人）は含みません。

千億

A B

十万億 百万

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職 員

千万

注１．

う ち イ ン タ ー ネ ッ ト
附 随 サ ー ビ ス 業 務

注２．

(2)インターネット附随サービス業の需要の状況
 （ 前年同月と比較した状況 ）

0901のＡにはｲﾝﾀｰﾈｯﾄ附随ｻｰﾋﾞｽ業務（0311～
0317）に関する需要の状況について該当する番号
を○で囲んでください。

人

需要の状況が1又は２の具体的理由需要の状況

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等 0216

注1．

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

４０ ０６ ０ ２ １

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の
具体的理由について記入してください。

整　　理　　番　　号
調査票番号

事　　業　　所　　番　　号

注2．
そ の 他

企業名

企

業

全

体
そ の 他 の 業 務 0318

0317

0316

サ イ ト 運 営 業 務

セ キ ュ リ テ ィ
サ ー ビ ス 業 務

１ ０ ７ ０

㊙インターネット附随サービス業調査票

っ



S A M
 P L E

映

像

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、映像情報制作・配給業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等
(1)貴社の月末常用従業者数

３．月間売上高及び需要の状況
(1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。) (2)映像情報制作・配給業務の需要の状況 

（ 前年同月と比較した状況 ）

千億 百億 十億 　 千万 百万 十万 万円

注1.

注2.

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

0901のＡには映像情報制作・配給業務（0311～0313）
に関する需要の状況について該当する番号を○で囲ん
でください。

う ち 映 像 情 報 制 作 ・
配 給 業 務

0101

映 画 制 作 ・
配 給 業 務

企

業

全

体
そ の 他 の 業 務

0201 人

A

B

提出期日 翌月２ ０日

(2)貴社全体の月末従業者数

特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分

人

A

提 出 先

0313

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他
の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入して
ください。派遣又は下請けとして他の会社など別
経営の事業所で働いている人及び0216は含みませ
ん。

統計調査番号

映像情報制作・配給業務に係る月間売上高の
うちアニメーション作品の割合

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

映
像
情
報
制
作
・
配
給
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

企 業 名

注２．

注１．

0211従 業 者 計

提出部数

② ① 以 外 の 人

常

用

雇

用

者

人

人

人

0215

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

１ 部

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

臨 時 雇 用 者

A

人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

0216

本 社 又 は
本 店 所 在 地

0321

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

％

0901

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0213

0212

人

0214

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化は
　　ない
４　分からない

需要の状況の1又は２の具体的理由

A
需要の状況

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体
的理由について記入してください。

１

年　月　分

0311

(3)

テレビ番組制作・
配 給 業 務

0314

映

像

情

報

制

作

・

配

給

業

務

A

ビ デ オ （ DVD ） 制
作 ・ 発 売 業 務

0312

００ ６

報告者の氏名

１ ０

事　　業　　所　　番　　号

４

整　　理　　番　　号

経　済　産　業　省

２ ０ 1７

都道府県
調査票番号

㊙ 映像情報制作・配給業調査票

億

っ



S A M
 P L E

音

楽

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、音楽ソフト制作業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等
(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

(1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。) (2)音楽ソフト制作業務の需要の状況（ 前年同月と比較した状況 ）

注1.

注2.

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

う ち 音 楽 ソ フ ト
制 作 業 務

0901

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化

    はない

４　分からない

A B

0312

0313

0314

注２．

千億 百億 十億 千万

報告者の氏名

企

業

全

体

音

楽

ソ

フ

ト

制

作

業

務

レ コ ー ド
販 売 収 入

著 作 権
使 用 料 収 入

著 作 隣 接 権
収 入

そ の 他

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0215

0216

0101

A

事　　業　　所　　番　　号

人
有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

平成 ２６年 　　月分

調査票番号

百万 十万

１ ０ ７

整　　理　　番　　号

０ ６ ０ 1

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

音
楽
ソ
フ
ト
制
作
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

臨 時 雇 用 者

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

② ① 以 外 の 人

都道府県

２

(3)音楽ソフト制作業務に係る月間
売上高のうち音楽配信収入の割合

企 業 名

統計調査番号

０

AA

翌月２ ０日

特定サービス産業動態統計調査

提 出 先

提出期日

経　済　産　業　省

人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

0321 ％

A

人

0211従 業 者 計

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

４２

提出部数

人

人

１ 部

人

人

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

万円

（平成　　年　　月　　日作成）
年　月　分

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由
について記入してください。

0201

需要の状況 需要の状況の1又は２の具体的理由

0212

0214

0213
常

用

雇

用

者

注１．

本 社 又 は
本 店 所 在 地

0901のＡには音楽ソフト制作業務（0311～0314）に関する需
要の状況について該当する番号を○で囲んでください。そ の 他 の 業 務

A

0311

0315

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企業で給
与を支払っている人）は含めますが、他の企業から派遣さ
れている人（派遣元の企業が給与を支払っている人）は含
みません。

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で
働いている人及び0216は含みません。

億

㊙ 音楽ソフト制作業調査票

っ



S A M
 P L E

新

聞

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、新聞業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

(1)貴社の月間売上高 （ 消費税額を含む。) (2)主要なサービスの需要の状況 （ 前年同月と比較した状況 ）

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

う ち 新 聞 業 務

新

聞

業

務

不 動 産 賃 貸 業

注１．

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

広 告 料 収 入

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化は
    ない
４　分からない

0211

0902

B

0216

従 業 者 計

A千万

A

0201

億

提 出 先

0315

提出期日

提出部数

0101

需要の状況の1又は２の具体的理由

１ 部平成 ２６年 　　月分

② ① 以 外 の 人

新 聞 販 売 収 入

そ の 他

１

企

業

全

体

0311

0312

0314

0313

そ の 他 の 業 務

需要の状況

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

A

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

人

人

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入して
ください。派遣又は下請けとして他の会社など別
経営の事業所で働いている人及び0216は含みませ
ん。

0214

A

0212

人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

人

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他
の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

0215臨 時 雇 用 者

調査票番号統計調査番号
整　　理　　番　　号

４７

年　月　分

０

0901

０ ６

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

２ ０

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化は
    ない
４　分からない

都道府県

事　　業　　所　　番　　号

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

新
聞
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

３

人

１ ０

報告者の氏名

企 業 名

注1．

注2．

経　済　産　業　省

百億 十億

注２．

特定サービス産業動態統計調査

万円

翌月２ ０日

千億

人

0901のＡには新聞業務（0311～0313）、0902のＡには不動産賃貸業(0314)に関する需要の状況について該当する番号を○で囲んでくだ
さい。

0901、0902のＢは0901、0902のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由について記入してください。

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

人

A

0213
常

用

雇

用

者

本 社 又 は
本 店 所 在 地

百万 十万

㊙ 新聞業調査票

っ



S A M
 P L E

出

版

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、出版業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等
(1)貴社の月末常用従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

(1)貴社の月間売上高 （ 消費税額を含む。) (2)主要なサービスの需要の状況 （ 前年同月と比較した状況 ）

注1． 注2．

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

書 籍 販 売 収 入

電 子 出 版 収 入

そ の 他

雑 誌 販 売 収 入

0902

　　　　特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分 提出部数

人

提 出 先

人
注1.

都道府県

本 社 又 は
本 店 所 在 地

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

翌月２ ０日

万円

調査票番号

(2)貴社全体の月末従業者数

臨 時 雇 用 者

千万

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

７ ０ ６０

人

A

人

人

② ① 以 外 の 人 0214

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

出
版
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

十億 億

0312

企 業 名

報告者の氏名

0314

千億 百億

0317

注2.

A

0316
インターネット附随
サ ー ビ ス 業

0311
企

業

全

体
そ の 他 の 業 務

出

版

業

務

提出期日

0215
0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してくだ
さい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事
業所で働いている人及び0216は含みません。

0101

A

常

用

雇

用

者

人

0216

１ 部

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

0213

0211従 業 者 計

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

A

0201

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企業
で給与を支払っている人）は含めますが、他の企業か
ら派遣されている人（派遣元の企業が給与を支払って
いる人）は含みません。

う ち 出 版 業 務

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0313

0315

A

人

百万

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

0212

十万

B
需要の状況 需要の状況の1又は２の具体的理由

1

0901、0902のＢは0901、0902のＡが「１」又は「２」の場
合の具体的理由について記入してください。

0901

年　月　分
整　　理　　番　　号

事　　業　　所　　番　　号

経　済　産　業　省

０ ４

広 告 料 収 入

統計調査番号

４１

0901のＡには出版業務（0311～0315）、0902のＡにはインターネッ
ト附随サービス業(0316)に関する需要の状況について該当する番号
を○で囲んでください。

０ ２

㊙ 出版業調査票



S A M
 P L E

ポ

ス

ト

経済産業省

１．事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

人
う ち
ポストプロダ
クション業務

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

0901

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化は

    ない

４　分からない

注3． 0901のＡにはポストプロダクション業務（0301）に関
する需要の状況について該当する番号を○で囲んでく
ださい。

従 業 者 計

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してください。派
遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で働いている
人及び0216は含みません。

注1． 0201～0203の人数には、他の企業に派遣している人
（貴企業で給与を支払っている人）は含めますが、他
の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を
支払っている人）は含みません。

注2．

億

注3． その他には、営業、管理部門などが含まれます。

B
需要の状況

0301

統計調査番号 調査票番号

注2. ポストプロダクションの作業には、映像編集、総合的な録音業務
（音楽の編集、ナレーションの録音、アフレコや効果音の追加 ）
などが含まれます。

0302そ の 他 の 業 務

企 業 名

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

７

0201

0203

経　済　産　業　省

人

人

0215

0216

万円

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

都道府県

1 ４０

② ① 以 外 の 人

そ の 他

A

0211

0212

0213

A

0214

A

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

ポ
ス
ト
プ
ロ
ダ
ク
シ

ン
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

２１

万百 万十

０

本 社 又 は
本 店 所 在 地

６

年　月　分

特定サービス産業動態統計調査

平成 ２６年 　　月分 １ 部

提出期日

提出部数

提 出 先

報告者の氏名

人

技 術 管 理
部 門

人

人

百億

編 集 部 門

編集部門には、編集及びMA(マルチ・オーディオ）、SE
（サウンド・エフェクト）、CG（コンピュータ・グラ
フィック）が含まれます。

注1. ポストプロダクションとは、放送やパッケージメディアなどの映
像作品、映画の製作における現像後の作業の総称。

０

翌月２ ０日

① い わ ゆ る
正 社員 、正 職員

十億

企業全体のうち、ポストプロダクション業務を営む事業所数
0101

０

事　　業　　所　　番　　号

整　　理　　番　　号

５

0202

(1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。)

企

業

全

体

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具
体的理由について記入してください。

注4．

A

人

ポ ス ト
プロダクション業務

人

人

常

用

雇

用

者

千億

需要の状況の1又は２の具体的理由

(2)ポストプロダクション業務の需要の状況
（ 前年同月と比較した状況 ）

臨 時 雇 用 者

A

注4．

千万

㊙ ポストプロダクション業調査票

っ



S A M
 P L E

デ
ザ
イ
ン

経済産業省

１．事業所数
企業全体のうち、デザイン業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高（消費税額を含む。) (2)デザイン業務の需要の状況(前年同月と比較した状況)

注1.　

注2.　

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

(〒　　   - 　　　) 電話(　 　  -     　　- 　  　　  )

電話(　 　  -     　　- 　  　　  )

う ち
デ ザ イ ン 業 務

本 社
又 は
本 店 所 在 地

人

0901のＡにはデザイン業務（0301～0305）に関する需要の状
況について該当する番号を○で囲んでください。

常

用

雇

用

者

0901

A

0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由
について記入してください。

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化
　　はない
４　分からない

B

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

② ① 以 外 の 人 0214

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

（平成　　年　　月　　日作成）

経　済　産　業　省

整　　理　　番　　号
統計調査番号

２ ００ ６ ６０１ ０ ７

提 出 先

提出期日

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

デ
ザ
イ
ン
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

年　月　分

1

調査票番号

マ ル チ
メ デ ィ ア

そ の 他

企

業

全

体

４

報告者の氏名

企 業 名

グラフィック

イ ン テ リ ア

そ の 他 の 業 務

A

特定サービス産業動態統計調査

人

人他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

0213

人

人

デ

ザ

イ

ン

業

務

都道府県

0215臨 時 雇 用 者

事　　業　　所　　番　　号

千億 百億

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企業で給
与を支払っている人）は含めますが、他の企業から派遣さ
れている人（派遣元の企業が給与を支払っている人）は含
みません。

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してくださ
い。派遣又は下請けとして他の会社など別経営の事業所で
働いている人及び0216は含みません。

需要の状況

注2.

0216

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

翌月２ ０日

１ 部

人

注1.

0306

0301
イ ン ダ ス
ト リ ア ル

0304

0305

億

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

万円

A

百万 十万

0302

0303

0211

0212

人 従 業 者 計

提出部数平成 ２６年 　　月分

0201

十億

A

需要の状況の1又は２の具体的理由

0101

(2)貴社全体の月末従業者数

千万

A

㊙ デザイン業調査票



S A M
 P L E

設

計

経済産業省

１．事業所数
企業全体のうち、機械設計業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高 （ 消費税額を含む。) (2)主要なサービスの需要の状況 （ 前年同月と比較した状況 ）

注1．

注2．

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

経　済　産　業　省

A

企

業

全

体

機

械

設

計

業

務

ソ フ ト ウ ェ ア 業

労 働 者 派 遣 業

そ の 他

０

整　　理　　番　　号

う ち 機 械 設 計 業 務

詳 細 設 計

統計調査番号

0313

0314

報告者の氏名

事　　業　　所　　番　　号

そ の 他 の 業 務

０ ２

0901のＡには機械設計業務（0311～0314）、0902のＡにはソフトウェア業(0315)、0903のＡには労働者派遣業(0316)に関する需要の状況につ
いて該当する番号を○で囲んでください。

１

0317

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

０７７

本 社 又 は
本 店 所 在 地

調査票番号

人

0215

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化は
    ない
４　分からない

注２．

0902
0315

0311

0312

基 本 設 計

計 画 設 計

需要の状況が1又は２の具体的理由

0901

0903

0316

A

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化は
    ない
４　分からない

百万百億

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

機
械
設
計
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

需要の状況

臨 時 雇 用 者

４６１ ０

年　月　分

人

人
0211の人数には、0212～0215の合計値を記入して
ください。派遣又は下請けとして他の会社など別
経営の事業所で働いている人及び0216は含みませ
ん。

都道府県

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

0216

十万 万円

企 業 名

１　増加した
２　減少した
３　特段の変化は
    ない
４　分からない

提出期日 翌月２ ０日

提出部数平成 ２６年 　　月分

B

人

0213

0901、0902、0903のＢは0901、0902、0903のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由について記入してください。

人

① い わ ゆ る
正 社 員 、 正 職員

0201 人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

② ① 以 外 の 人

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

A

0101

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他
の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

千億

0214

億 千万

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

人

十億

注１．

１ 部

(2)貴社全体の月末従業者数

A

常

用

雇

用

者

A

従 業 者 計

0212

0211

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 機械設計業調査票
提 出 先



S A M
 P L E

自

動

車

経済産業省

１．事業所数
企業全体のうち、自動車賃貸業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高 ４．レンタル業務の月間契約台数、月間売上高
  貴社の月間売上高（消費税額を含む。） (1) 法人向け・個人向け別のレンタル月間契約台数

(2) 法人向け・個人向け別のレンタル月間売上高

（ 消費税額を含む。）

５．リース業務の月間契約台数、月間契約高

貴社のリース業務の月間契約台数、契約高（消費税額を含む。）

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

0214

十万 万円

千億 百億 十億

A

法 人
向 け

0401

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0411

千万 万円百万

0501

0502

十億千億

② ① 以 外 の 人

0412

A

従 業 者 計

経　済　産　業　省

０ ０ ６ ８

う ち 自 動 車 賃 貸 業 務

百万

月 間 契 約 高

月 間 契 約 台 数

整　　理　　番　　号

十万

４２ ０ 1

0216

0213

千万

１ ０ ７

統計調査番号 調査票番号

リ

ス

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

事　　業　　所　　番　　号

百億

台

年　月　分
都道府県

本 社 又 は
本 店 所 在 地

百万 万円億

人

人

注1．

人

臨 時 雇 用 者
注2． 0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してく

ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0216は含みません。

人

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

0212

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

報告者の氏名

注．

企 業 名

注.「リース月間契約高」とは、その月に発生した契約
    物件の購入（車両代）に、登録諸費用、各種自動車
    税、自賠責保険料、自動車保険料等を加えたものと
    なります。また、保守・管理の条件のある契約の場
    合、その費用についても含めた総額をいいます。

個 人
向 け

0402

個 人
向 け

１ 部

提 出 先

提出期日 翌月２ ０日

提出部数

特定サービス産業動態統計調査

㊙自動車賃貸業調査票

平成 ２６年 　　月分

台

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

自
動
車
賃
貸
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

AA

0211

A

0101

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給料を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支
払っている人）は含みません。

人

人

台
そ の 他 の
業 務

億 十万

企

業

全

体

自動車賃貸
業 務

A

0301

0302

千億 百億 十億 億 千万

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

0201

0215

0301の金額は、レンタル及びリースの月間売上高の合計
値を記入してください。

常

用

雇

用

者

人

レ
ン
タ
ル

法 人
向 け

レ
ン
タ
ル

A

っ



S A M
 P L E

修

理

経済産業省

１．事業所数

企業全体のうち、機械等修理業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等
(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況
 (1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。) (2)主要なサービスの需要の状況

(前年同月と比較した状況）

注1.

注2.

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

0315

0901のＡには機械修理業務（0311～0316）、0902のＡには電気機械器具修理業務（0317～0322）に関する需要の
状況について該当する番号を○で囲んでください。

0901、0902のＢは0901、0902のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由について記入してください。

0322そ の 他 電 気 機 械 器 具

一

般

機

械

電 気 計 測 器 ・ 工 業 計 器

一 般 産 業 用 機 械 ・ 設 備

特 殊 産 業 用
機 械 ・ 設 備

需要の状況

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

機
械
等
修
理
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

A

0311

A

0216
他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

電

気

機

械

器

具

修

理

業

務

機

械

修

理

業

務

0318

0319

人

臨 時 雇 用 者 人

A B

0901

需要の状況の１又は
２の具体的理由

経　済　産　業　省

２１ ０ ７ ０ ０ ４９０

人

人

0214

人

0212

A

① い わ ゆ る
正社員、正 職員

0213

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

従 業 者 計

② ① 以 外 の 人

そ の 他

0215

0320

0201 人

0313

0902

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化

　　はない

４　分からない

万円

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化

　　はない

４　分からない

６

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

0211

1

十万千億

0317

0321

0312

0314

報告者の氏名

A

産 業 用 電 気 機 械 器 具

民 生 用 電 気 機 械 器 具

0316
建 設 機 械 ・
鉱 山 機 械 整 備

0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴企
業で給料を支払っている人）は含めますが、他の企
業から派遣されている人（派遣元の企業が給与を支
払っている人）は含みません。

通 信 機 械 器 具
（ 電 話 機 、 放 送 用 設 備 等 ）

電 子 応 用 装 置

特定サービス産業動態統計調査

㊙ 機械等修理業調査票

平成 ２６年 　　月分

提 出 先

翌月２ ０日

提出部数

提出期日

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

百億 十億 億 千万 百万

整　　理　　番　　号都道府県

事　　業　　所　　番　　号

人

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

注1．

注2． 0211の人数には、0212～0215の合計値を記入してく
ださい。派遣又は下請けとして他の会社など別経営
の事業所で働いている人及び0216は含みません。

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

0101

（平成　　年　　月　　日作成）

企

業

全

体

機

械

等

修

理

業

務

年　月　分

１ 部

常

用

雇

用

者

う ち
機 械 等 修 理 業 務

そ の 他 の 業 務

事 務 用 ・ サ ー ビ ス 用 ・
民 生 用 機 械

内 燃 機 関

統計調査番号 調査票番号

0323

っ



S A M
 P L E

環

境

経済産業省

１．事業所数
企業全体のうち、環境計量証明業務を営む事業所数

２．月末常用従業者数等

(1)貴社の月末常用従業者数 (2)貴社全体の月末従業者数

３．月間売上高及び需要の状況

 (1)貴社の月間売上高（ 消費税額を含む。) (2) 環境計量証明業務の需要の状況

(前年同月と比較した状況）

注1．0901のＡには環境計量証明業務（0311～0315）に関する需要の状況について該当する番号を○で囲んでください。

注2．0901のＢは0901のＡが「１」又は「２」の場合の具体的理由について記入してください。

備　考 （ 前年同月、前月に比べて状況に著しい変化があった場合には、その状況を具体的に記入してください。）

（〒　　  －   　　　） 電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

電話（　　　  －    　　　－ 　 　　  ）

（平成　　年　　月　　日作成）

☆

こ
の
調
査
に
よ
り
報
告
さ
れ
た
記
入
内
容
は

統
計
法
に
よ
り
秘
密
が
保
護
さ
れ
ま
す

A

う ち
環 境 計 量 証 明 業 務

☆

こ
の
調
査
は

統
計
法
に
基
づ
く
一
般
統
計
調
査
で
す

0211の人数には、0212～0215の合計値を記入して
ください。派遣又は下請けとして他の会社など別
経営の事業所で働いている人及び0216は含みませ
ん。

0201

B

人0211

４

年　　月　　分

報告者の氏名

注1. 0201の人数には、他の企業に派遣している人（貴
企業で給与を支払っている人）は含めますが、他
の企業から派遣されている人（派遣元の企業が給
与を支払っている人）は含みません。

注2.

企 業 名
本 社 又 は
本 店 所 在 地

0314

0315

1１ ０ ７

統計調査番号

００

作 成 者 の
所 属 部 署 名
及 び 氏 名

提 出 先

提出期日

２ ０

都道府県 整　　理　　番　　号

A

人

提出部数

☆

記
入
に
当
た

て
は

別
紙
の

環
境
計
量
証
明
業
調
査
票
記
入
注
意

を
必
ず
読
ん
で
く
だ
さ
い

従 業 者 計

有給役員、個人業主、
無 給 の 家 族 従 業 者

人

事　　業　　所　　番　　号

０ ７

0216

調査票番号

経　済　産　業　省

特定サービス産業動態統計調査

㊙環境計量証明業調査票

② ① 以 外 の 人

常

用

雇

用

者

0101

0212

人

A

人

0213

0214

他 社 か ら の
出 向 、 派 遣 等

翌 月 ２ ０日

A

人

臨 時 雇 用 者

人

0215

１ 部平成 ２６年 　　月分

① い わ ゆ る

正 社 員 、 正 職 員

企

業

全

体

環

境

計

量

証

明

業

務

そ の 他 の 業 務

気大

質水

音騒

そ の 他

百億 十億 億 千万

0316

需要の状況の1又は２の具体的理由

A

0901

十万 万円
需要の状況

１　増加した

２　減少した

３　特段の変化

　　はない

４　分からない

千億 百万

0311

壌土

0312

0313

っ


	001_0041 物品賃貸(リース)業
	002_0042 物品賃貸(レンタル)業
	003_0043 情報サービス業
	004_0044 広告業
	005_0045 クレジットカード業
	006_0046 エンジニアリング業
	007_0047 葬儀業
	008_0048 結婚式場業
	009_0049 映画館
	010_0050 劇場・興行場、興行団
	011_0051 ゴルフ場
	012_0052 ゴルフ練習場
	013_0053 ボウリング場
	014_0054 遊園地・テーマパーク
	015_0055 パチンコホール
	016_0056 外国語会話教室
	017_0057 カルチャーセンター
	018_0058 フィットネスクラブ
	019_0059 学習塾
	020_0060 インターネット附随サービス業
	021_0061 映像情報制作・配給業
	022_0062 音楽ソフト
	023_0063 新聞業
	024_0064 出版業.
	025_0065 ポストプロダクション
	026_0066 デザイン業
	027_0067 機械設計業
	028_0068 自動車賃貸
	029_0069 機械等修理業
	030_0070 環境計量証明業



